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政務調査費に関わる情報開示訴訟
は じ め に
政務調査費は現行地方自治法 (以下 ｢地自法｣ という｡) 100条14項に基
づいて, 普通自治体の議会の会派又は議員に支給される ｢調査研究に資す
るための必要な経費｣ である｡ 支給の対象, 額及び支給方法については,
条例で定めなければならない (同条15項)｡ 公金が支給されているから,
その使途が ｢調査研究費のための必要経費｣ であるかが住民訴訟で争われ













(この事案を, 以下 ｢品川区事案｣ という)｡ 他の１つは, 最２小判平22年
４月12日判時2078号３頁であって, 住民訴訟手続過程において, 原告名古
屋市住民が裁判所に対して民訴法220条に基づき文書提出命令を求めるも




が, これらの文書は, 情報公開条例に基づいて, 開示を求めること
ができる首長の下になく, 政務調査費を交付された会派, 又は, 収支報告
書を提出する議長の下にある｡ 議長の手元にある情報を, 議会イコール議
長でもって請求できるかは明らかでない｡ まして, 会派に存在する領収書
















文書の要件は, ｢実施機関の職員が職務上作成し, 又は取得した文書, 図
画又は写真 (略)｣ であって, ｢決裁又は供覧の手続が終了し, 実施機関が

















で, 県情報公開条例は, ｢公文書の要件として, 実施機関の職員が職務上
作成, 取得していることに加え, 実施機関において管理している文書であ
ることを要求｣ しているから, 開示請求文書は, 議会の ｢各担当部署が作
成取得し, 右機関において, 庶務規定及び文書取扱規程に基づき保管, 保
存している文書であることは明らかである｣ として, 議会は実施機関でな
いことから被告主張の通り, 公文書の不存在を認定した｡
それに対して,  仙台高判平12年３月17日判例自治204号10頁は, 
の原告敗訴部分を取り消して, 県政調査費に係る文書については, 知事
























して, 上記①を交付申請書, ②を支出負担行為・支出票, ③を収支決算書,
④を領収書を解した上で, ①と③は議会の会派が作成し, 被告の併任吏員
が取得したものであり, ④は被告職員が作成又は取得したものでないので,
①から③を, 被告職員は保有しているかを検討している｡ そして, ｢保有｣





























を理由に ｢諾否の決定ができない旨｣ の通知処分が, ②については, ｢執
行伺票・支出命令票｣ の添付書類である ｢集合執行内訳票・支出命令内訳
票｣ 中 ｢会派の取引機関名, 口座番号, 口座名義人｣ の情報等が非公開決
定された｡ そこで, これら処分の取消を求めた事案において,  横浜地
判平13年３月７日判例自治221号21頁は, ①の文書は, 議長は, 作成・取
得・管理していないとして実施機関の却下処分の適法性を認め, ②の非開
示部分中, 預金口座等の情報の開示を認めたが,  東京高判平13年９月
26日 LEX /DB28071451は, 預金口座等の情報は, 会派に不利益を与える
としての被告敗訴部分を取り消して, 原告の請求を棄却した｡ すなわち,
生じる不利益につき, ｢会派は, 議会活動を行うために, 議会外において










通知した｡ その通知の処分性が争われたが,  さいたま地判平17年11月



















法が制定された (平成11年５月, 13年４月１日施行) こともあって, 実施
機関に議会を含む条例改正が行われた結果, 政務調査費にかかる文書の公
開請求も議会を被告に行われることとなった｡ しかし, この判決が示すよ








だし, 文書提出命令事案としては, これより前に, 最１小決平17年11月10










(平成13年３月30日条例５号｡ 以下 ｢品川区交付条例｣ という｡), 品川区
長制定の ｢品川区議会における政務調査費の交付に関する条例施行規則｣
(平成13年３月30日規則16号｡ 以下 ｢品川区交付規則｣ という｡), 及び議
長の定める ｢品川区議会における政務調査費の交付に関する規程｣ (平成
13年４月１日議会議長訓令１号｡ 以下 ｢品川区交付規程｣ という｡) があ
る｡ 名古屋市の場合は, 名古屋市会政務調査費の交付に関する条例 (平成
13年３月６日条例１号｡ 以下 ｢名古屋市交付条例｣ という｡), 名古屋市長
の制定する ｢名古屋市会政務調査費の交付に関する規則 (平成13年３月22
日規則11号｡ 以下 ｢名古屋市交付規則｣ という｡), 及び名古屋市会政務調
査費の使途基準及び収支報告書等の閲覧に関する規程｣ (平成13年３月22









づけられ, 民事訴訟法上の当事者能力を持つ｡ また, 品川区の場合, 一人




提出して行う (品川区交付規則２条, 名古屋市交付規則２条)｡ 首長は上
記の申請を受けて, 月額に会派数を乗じた額を, 年度分の額と決定し, 交
付決定通知書によりその旨を通知する (品川区交付条例３条と品川区交付
規則５条・名古屋市交付規則４条)｡ 名古屋市は毎月交付される (名古屋
市交付条例２条) が, 品川区は４半期ごとの交付であり, その都度代表者
が請求する (品川区交付条例５条) と規定されている｡
政務調査費はあらかじめ使途に関する実施計画を提出させ, その成果を
直接的, 具体的, 数量的に評価して支給することは, 政治活動の自由等の
見地から困難であるから, 概算して交付される｡ 交付方法について, 地自
法は条例に委ねているうえ, 支出方法としてこれらの方法が認められる
(地自法232条の５) とともに, その実質は補助金であるから, 概算払の要
件を規定する地自令162条に牴触しない｡ 概算払いであるから, 精算が必









該会派に請求するよう首長に住民は, 求めているのである｡ 従って, 住民
監査請求の対象も怠る事実の違法又は不当を対象にしているから問題にな
ることなく, 真正怠る事実として, 怠っていることが継続している限り,






政務調査費経理責任者 (以下 ｢経理責任者｣ という｡) を定めなければな
らず (品川区交付条例７条１項, 名古屋市交付規則６条), 経理責任者は,
政務調査費の収支について会計帳簿を調製し, その内訳を明確にするとと
もに, 領収書を整理しなければならない (品川区交付条例７条２項・名古
屋市交付規則６条２項)｡ 更に, 代表者は, 当該政務調査費に係る収入お








提出は, 政務調査費収支報告書 (第４号様式) により行い｣, 同条２項は,










規程７条)｡ 品川区の場合は, この条項はないが, 収支報告書の写しが議
長から区長に送付されているので, 情報公開条例に基づきこの写しの閲覧
は可能である｡ 名古屋市交付条例は, 議長の義務として収支報告書等の保








なければならない (品川区交付条例６条, 名古屋市交付条例４条)｡ 使途
基準については, 品川区交付規程は別表 (第３条関係) において, 調査研
究費, 研修費, 会議費, 資料費, 広報・活動費, 事務費, 人件費の各支出
項目を定め, ｢調査研究費｣ の内容について ｢品川区の事務および地方行
財政に関する調査研究に要する経費ならびに調査を委託する場合の費用｣
とした上で, ｢調査委託費, 国内視察調査費, 海外での調査研究費, 翻訳








ての ｢広報費｣, 調査研究活動に係る事務遂行に必要な経費としての ｢事
務費｣, 調査研究活動を補助する職員 (臨時職員を含む｡) を雇用する経費
としての ｢人件費｣ を列挙し, 各項目ごとに ( ) 内に費目を例示して
いる (名古屋市使途基準等規程２条｡ 品川区交付規程の別表もほぼ同じ)｡
３ 品 川 区 事 案
１ 事案の概要





(①支出年月日, ②支出の相手方 (名称), ③相手方の業種, ④支出金, ⑤領
収書, ⑥事業の目的及び性格, ⑦行き先, ⑧宿泊地, ⑨調査日, ⑩事業の
内容, ⑪参加人数 (区議参加者, 同行参加者)) にわたる必要事項を記載
した文書を提出するよう求め, 甲会派は任意にそれを提出した (以下, 品
川区事案において ｢本件文書｣ という｡)｡ 監査委員は, ５月, Ｘらに, 個々
の活動を精査したが, それぞれ政務調査活動として位置づけられるもので
あるとし, 具体的な活動内容を記すことなく棄却の監査結果を通知した｡
そこで, Ｘらは, 同月, 品川区情報公開・個人情報保護条例 (以下, 品
川区事案において ｢本件条例｣ という｡) に基づき本件文書の公開を監査
委員に求めたところ, ６月, 監査委員は, 本件文書に記載された内容は,
｢監査……にかかる事務に関し, 正確な事実の把握を困難にするおそれ又
は違法若しくは不当な行為を容易にし, 若しくはその発見を困難にするお








































執行機関と議会ないしこれを構成する議員又は会派 (以下, 併せて ｢議員
































ぼすおそれがあることは明らかである｣ と解して, 本件文書は, 本件条例
８条６号ア所定の非公開情報に当たるとした｡











は, ｢当該事務事業の内容, 性質に照らし, 当該情報の公開によりその公
正かつ円滑な遂行に著しい支障を生じることについて客観的な危険性が認






れる｣ と解して, 要件審査段階における公文書 (①請求人が提出した ｢事
実証明書｣, ②要件審査に係る ｢要件審査表｣ 中の審査結果, ③事務局が
作成した ｢正当理由について｣ と題する報告書), 意見陳述の実施関連公
文書 (④ ｢意見陳述開催要領｣, ⑤ ｢意見陳述の進行次第｣, ⑥意見陳述の
際の関連資料), 監査実施関連公文書 (⑦事務処理日程表, ⑧監査日程表,
⑨監査実施通知, ⑩予備監査実施結果報告書, ⑪委員監査の状況), 及び
監査結果の合議に関する文書 (⑫結果公表分の原案) については, 非公開




の提出・意見陳述の機会の実施方法, 書面審査, 実地検査, 関係人ないし
監査対象者からの事情聴取等の監査の実施方法の選択, 意見陳述等の機会
や監査過程の公開の可否などについて, ……監査委員の合理的な裁量に委
















日民集53巻８号1862頁 (逗子市事案) がある｡ 逗子市監査委員が横浜防衛
施設局職員から事情聴取した内容を記録した文書 (以下 ｢施設局文書｣ と
いう｡) を住民が公開を求めたところ, 委員は, 逗子市情報公開条例 (平




ものである｡ 監査に係る情報であるが, その情報内容は, 今後の訴訟に関








｡ ついで, ２審 (東京高判平８年７月17日民集53
巻８号1894頁) も, 当該情報の ｢争訟の方針に関する情報｣ 性を否定して
住民の請求を認容した｡ すなわち, ｢争訟に関する情報とは, 現に係属し
又は係属が具体的に予測される事案に即した, 事件の見通しなどの浮動的
な法律解釈や事実認定に関する事項, 更には処理方針に限定されるものと




関する情報｣ に該当しない, とした｡ そして, 意思決定情報についても
｢監査委員の調査の結果を公開することが一般的に公正適正な監査の意思




そして, 上告審は, 事務事業執行情報該当性については, 逗子市条例５
条２項は, 監査等の計画, 及び争訟の方針等が事務事業執行を著しく妨














る｡ だからといって, 大分教育委員会判決のように, 全て非開示の結論に
至ったのではなくて, 公正適正な意思決定を妨げるものはないとして全て
開示情報とした２審は違法であるとして破棄差し戻したのである｡ その根







































｡ そして, 政務調査費制度の趣旨に基づいて, 監査委員が相手方の協
力の下に得た情報は, 高度の機密性を有する情報であると断じたのである｡
















名古屋市事案において ｢本件報告書｣ という｡) と領収書である｡ ｢本件報
告書｣ の書式については, 名古屋市使途基準等規程で定められた ｢項目｣
を列挙し, ｢細目｣ 欄には, 本件規程別表の ｢内容｣ 欄に例示された費目
等を列挙した上, 各細目に対応する領収書の枚数及び金額の記載欄と, 各
項目に対応する ｢主な調査内容 (行先・会場等)｣ の記載欄とを設けた用
紙に所属議員が必要事項を記入したものである｡ この用紙は, 裁判所の認
定によれば, 使途基準適合性を説明するために調査内容の概要を示したも
のである｡ なお, 相手方は, 日付と領収書の枚数を残して他は全て黒塗り
の本件報告書を提出している｡ また, Ｂは, 名古屋市交付規則６条２項に
より調製・保管が義務づけられている会計帳簿を調製していなかった｡
相手方は, １つは, 提出を申し立てられている自己が所持する各文書は,
｢自己利用文書｣ であること, ２つは ｢証明すべき事実｣ が特定されてい
ない不適法な申立であると争っている｡
２ 11年決定と名古屋市事案の１審決定
１審 (名古屋地決平21年１月13日) は, ｢本件報告書｣ とそれに添付の
領収書を裁判所に提出することを命じた｡ 第１点の自己利用文書であるか
いなかの基準に関しては, １審も平成11年決定 (最２小決平11年11月12日










には, 特段の事情がない限り｣ 自己利用文書に該当する｡ すなわち, 当該
文書は, ① ｢内部の者の利用に供されるために作成されたか否か｣, ②
｢開示によって所持者側に看過しがたい不利益が生じるか否か｣ によって,
(桃山法学 第18号 ’11)60






が予定されている｡ ②の点については, 開示された場合, 政務調査活動が
執行機関, 他の会派等の干渉のよって阻害されるおそれがあるというが,










ない｡ その問題点を若干示しておく｡ 第１に, 個人のプライバシーの保護
や情報自己決定権と団体の自由な意思形成とを同列においているが, その
基礎は明確でなく, 民訴法220条４号ニの自己利用文書は, 民訴法220条の
体系上 ｢個人のプライバシーの保護｣ のために不開示とされている, と解
すべきである｡ 稟議書は, 日常的な取引に関するものであって, 個人の内
心の保護と同列には論じ得ない｡ 第２に, 企業・団体の意思形成文書をひ





































が各会派に提出した収支報告書及びその添付書類 (以下 ｢本件各文書｣ と
いう｡) の文書提出命令を申立てたところ, 各会派は, 本件文書は専ら文
書の所持人の利用に供するための文書であるから民訴法220条４号ニの自
己利用文書に該当するとの意見を述べている｡ それを受けて, 仙台地決平







ること, その開示によって, ｢所持者たる相手方らにおいて, 執行機関に
対する独立性が害されるなどの看過しがたい不利益が生ずる｣ として自己
利用文書該当性を認めた｡ 仙台高決平16年11月24日も１審と同じ判断でもっ
て, 抗告を棄却した｡ それに対する原告の上告審が, 仙台市決定である｡
仙台市決定も先述の11年決定に依拠して, 本件文書の自己利用文書性を















ことを予定した内部文書であること, 第２に, 開示すれば, 執行機関に干
渉される虞があること, 第３に, 第三者のプライバシーが侵害される虞が
あることである｡ これに対して, 横尾反対意見は, 本件各文書の所持者は









ぎない｡ 交付対象には, 人的対象と物的対象とがあるが, 人的対象は条例
により規定されているが, 物的対象である使途基準については, 仙台市も




法であるが, 根幹的事項でありながら, 条項の体裁等から, 条例で規定せ










名古屋市事案において, 原決定後, いったん解散した後, 他会派構成員
も含めて再結成し, 本件訴訟を継続し抗告人となった｡ 名古屋高決平21年







とが予定されているものと解するのが相当である, と解した｡ そして, こ
の場合の議長は, 会派又は議員から見て, 外部の者であることは明らかで














て, このような文書の性質上, 自己利用文書に当たる｣ のに対して, ｢本
件報告書は, 政務調査 ｢費｣ 報告書であって, これを巡る取扱の実体とし
ても, ……各議員が政務調査費の交付を受けるため, 領収書等を基にその







ところが, 最２小判平22年４月12日判時2078号３頁 (以下 ｢名古屋市決








めており, 地自法は, その具体的な報告の程度, 内容等については, 各地
方公共団体がその実情に応じて制定する条例の定めに委ねることとしてい
る｡｣




































則は, ……議長への収支報告書の提出, 会計帳簿, 領収書類等の保管等を
義務付けるとともに, 議長に対して……使途……を調査する権限を与えて









の開示を予定し, かつ, その記載内容からして, 開示しても所持者の側に
看過し難い不利益を生じるおそれがないものであるから, 自己利用文書に
当たらない｡｣ と結論した｡ しかし, この結論は, 仙台市決定と異なるこ
とになるが, 仙台市決定の調査報告書は ｢会派の根幹に関わる事項につい










賛成しがたい｡ その上, 第２の要件である ｢開示されることによって生じ
る不利益｣ が, 本件の場合も, 須藤反対意見が, 述べるように, 本件文書
を開示してどのような不利益が生じるかにつきインカメラ手続 (民訴法





なお, 仙台市決定後であるが, ｢会議費｣ 項目に係る会計帳簿と領収書
類を, ①金沢市政務調査費交付条例では, これら書類を一定期間保管する
ことを経理担当者に義務づけていることをもって外部に提供されることが












































｡ そこには, 因果関係はないように思う｡ 仮に, 交付前に, 調査内容
計画を執行機関に呈示した上で, 政務調査費の交付如何が決定されるシス
テムであれば, 執行機関は, 議員又は会派をコントロールするために, 政
務調査費の交付如何を活用し, その結果執行機関に対する監視機能は弱め
られる可能性は考えられる｡ しかし, 交付を受け, 使用した後の報告書で











































るものである｡ 品川区事案の場合は, 住民監査請求を棄却されたので, ど







高裁判所の論理である②開示による ｢看過しがたい不利益｣ として ｢会派
の自由な調査活動を阻害するおそれ｣ の要件は, 抽象的に考えられるとし
ても, 具体的には時間の経過によって, それは益々減少するものと考えら











注(１) １年前に執筆した ｢政務調査費制度に係る住民訴訟｣ 桃山法学15号
295頁以下参照｡




























(８) 注(１)の拙稿には, 政務調査費交付手続き等について, モデル条例を
根拠に紹介している｡










判旨を, 正当を評価している｡)｡ 逆に, 前年度に前払いしていた広報誌
の印刷費用は, その年度に刷り上がらず配布は翌年の場合, 前年度の政
務調査費に充当することが出来ないとして返還を命じた区長の処分に対










(11) 平田和一 ｢一審判決解説｣ ジュリ1060号76頁によれば, 事務執行の支
障のおそれについての立証責任は, 実施機関にあるとする大阪府水道部
判決 (最小判平６年２月８日民集48巻５号255頁) に沿うものと評価し







(13) 島村健 ｢逗子市判決研究｣ 国家学会雑誌118号1634頁｡
(14) 室井敬司 ｢時の判例 (逗子市判決)｣ 法学教室235号129頁参照｡














(17) 松本博之・上野泰男 『民事訴訟法 (４版)』 (弘文堂・2005年) 425頁
参照｡
(18) 長谷部由起子 ｢内部文書の提出義務｣ 『民事訴訟法理論の新たな構築
下巻』 (有斐閣・2001年) 318頁以下｡
(19) 川四郎 『民事訴訟過程の創造的展開』 (弘文堂・2005年) 185頁以下｡
(20) 長谷部・注(18)論文320頁から321頁にかけて｡





(22) 両決定は全国市民オンブズマンの政務調査費特設ホームページ (http: //
www.ombudsman.jp / seimu.html) に掲載されている｡
(23) 注(１)拙稿312頁参照｡
(24) 碓井光明 『政府経費法精義』 (信山社・2008年) 436頁は, ｢政務調査
費に関して, 会派の独立性ないし自律性を根拠にして, このようなブラッ
クスボックスを認めてよいのか大いに疑問がある｡｣ という｡
(25) 長尾文裕 ｢仙台市決定の解説｣ 法曹時報60巻４号1330頁による｡
(26) 注(９)参照｡
















(31) 東京高判平22年11月11日 LEX /DB25464098は, 住民訴訟を提起して
いる原告の情報公開非開示決定の取消訴訟を棄却した東京地判平22年４
月28日 LEX /DB25464215を取消した｡ すなわち, 東京高判平22年11月
11日は, ｢当該訴訟の対象とされ, あるいは対象とされることが予想さ
れる行政上の行為の適正を保持するために作成され, 取得された情報が,





(32) 全国市民オンブズマンの政務調査費特設ホームページ (http :// www.
ombudsman.jp / seimu.html) には, 住民監査請求に対して, 監査委員が
返還を勧告した多くの事例, 並びに ｢包括外部監査｣ ｢随時・定期監査｣
及び ｢市長要求監査｣ で使途基準違反が指摘された事例が列挙されてい
る｡
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